
※次のいずれかに該当する方が償還払いの対象となります。 
 

■認可外保育施設にのみ通っている方 

 お支払いの保育料について、37,000 円/月（新 2号認定）、42,000 円/月（新 3号認定）を

上限として請求できます。 

なお、保育料がこの額より低い場合はその額となります。 

 

■幼稚園または認定こども園に通い、預かり保育を利用している方のうち、次に該当

する方 

 

450 円/日、11,300 円/月を上限として、 

預かり保育料を請求できます。（新 2号認定） 

支払額がこの額より低い場合は 

その額となります。 

 

 

■新制度に移行していない幼稚園に通っている方のうち、次に該当する方 

                   法定代理受領（在籍園が当市に請求する）となり 

                   ます。（保育料及び入園料） 

 

 

 

 

                   給食費のうち、副食材料費（主食代を除いた額）

を                 5,000 円/月を上限として請求できます。 

支払額がこの額より低い場合は 

その額となります。 

 

 

      通っている幼稚園が、子育て支援法施行規則 

第 28条の 18第 3 項を満たしていない場合に 

限り、幼稚園の預かり保育料と認可外保育施設

の利用料を合計した額について、11,300 円/月を

上限として請求できます。 

※幼稚園の要件は、各園にご確認いただきますようお願いいたします。 

今年度、幼稚園に入園した 

保護者の 

市民税所得割の（両親分の）

合計が 77,100 円以下である 

または、第 3子以降である 

 

2 号認定（保育の必要性あり）

で、幼稚園の預かり保育時間

が短いため、認可外保育施設

を併用している 

 

 

  

2 号認定（保育の必要性あり）

で、預かり保育を 

利用している 
  


